
○横手市建設工事等の指名の基準に関する運用基準 

平成１７年１０月１日 

訓令第４５号 

改正 平成２０年３月２８日訓令第５号 

平成２２年４月１日訓令第７号 

平成２８年８月２２日訓令第１３号 

平成２９年３月１３日訓令第４号 

令和４年１２月２８日訓令第１１号 

令和７年４月１日訓令第２号 

（目的） 

第１条 この訓令は、建設工事及び建設コンサルタント等業務の指名の基準について必要な事項

を定め、もって指名競争入札の厳正かつ公平な執行を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 常時契約を締結する事務所 請負契約の見積り、入札、契約締結等の実態的な業務を

行う事務所 

（２） 市内業者 横手市契約規則（平成１７年横手市規則第５８号。以下「規則」とい

う。）第７条に規定する有資格者名簿に登載され、常時契約を締結する事務所として市内に

本社又は本店を有している事業者であって、かつ、建設業にあっては建設業法（昭和２４年

法律第１００号。以下「法」という。）第３条第１項の許可を受けた主たる営業所を有して

いる事業者 

（３） 準市内業者 規則第７条に規定する有資格者名簿に登載され、常時契約を締結する事

務所として市内に支社、支店、営業所等を有している事業者であって、かつ、建設業にあっ

ては法第３条第１項の許可を受けた従たる営業所を有している事業者 

（４） 市外業者 前２号に掲げるもの以外の事業者 

（指名方法） 

第３条 指名競争入札による指名を行う場合は、次に掲げる内容に留意する。 

（１） 建設工事の指名は、市内建設業者の育成を図る観点から市内業者の指名を優先する

が、これにあっても同一等級内における専門性及び施工能力については的確に把握し、発注

工事等の性格に応じた指名を行うものとする。 

（２） 既発注工事等の指名回数並びに今後発注予定の工事等の状況及び内容を考慮し、でき

得る限り指名の均等及び平準化を図る。 

（３） 特に手持工事等の状況及び技術職員の数並びに機械器具の保有について当該工事等の

施工に必要な台数、調達能力等に支障がないか等の総合的な判断を行うものとする。 



２ 下請負に付される下請負代金の総額が、５，０００万円以上（建築一式にあっては、８，０

００万円以上）と認められる場合の指名は、特定建設業の許可を受けた者のうちから行うもの

とする。 

３ 請負対応額８，０００万円以上の発注工事等については、特定建設業の許可を受けた者のう

ちから行うものとする。 

４ 指名競争入札の指名を行う場合には、次の各号のいずれかに該当する者を、他の者に優先し

て指名することができる。 

（１） 発注工事等の施工場所付近に営業所を有する者 

（２） 発注工事等と同種の工事を専業とする者 

（３） 既発注工事等の施工成績が優秀な者 

５ 建設コンサルタント等業務の指名は、有資格者名簿のうち、市内業者を優先するが、地域の

建設コンサルタント業者の能力を勘案し、これにより難いと認められる場合は、有資格者名簿

のうち、準市内業者、市外業者の優先順で指名する。 

（指名の制限） 

第４条 指名に当たり信用度の判断基準として、次のいずれかに該当する者は、指名を差し控え

るものとする。 

（１） 市税等を滞納している者 

（２） 賃金又は下請け代金の支払が滞っている者 

（３） 銀行取引停止及び主要取引先から取引停止の事実があり、経営及び信用が不健全であ

ると認められる者 

（４） 下請契約において、一括下請、不適正な契約締結及び特定資材等の購入強制等不適切

であることが明確である者 

（５） 工事請負契約書に基づく工事関係者に関する措置請求に請負者が従わないこと等請負

契約の履行が不誠実である者 

（６） 数度にわたり閲覧期間内に指名を受けた発注工事等の設計図書の閲覧を怠り、入札参

加した者 

（７） 工事成績評定において著しく低い評点を２度以上受けた者 

（８） 市と現に契約中の建設工事等の工事代金に差押命令又は滞納処分等が出された者で、

当該工事が完成していない者 

（９） 前各号に掲げるもののほか、契約審査会で不適正かつ不誠実な行為等があると認めら

れた者 

（指名業者数） 

第５条 指名競争入札においては、受注機会の拡大、適正な競争力の確保等を図る観点から、市

内業者、準市内業者、市外業者の優先順で可能な限り最大多数の者を指名する。 



（物品及び役務の提供等業務の指名） 

第６条 前２条の規定は、物品及び役務の提供等業務の指名について準用する。 

附 則 

この訓令は、平成１７年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２０年３月２８日訓令第５号）抄 

（施行期日） 

１ この訓令は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年４月１日訓令第７号） 

この訓令は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年８月２２日訓令第１３号） 

この訓令は、平成２８年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月１３日訓令第４号） 

この訓令は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年１２月２８日訓令第１１号） 

この訓令は、令和５年１月１日から施行する。 

附 則（令和７年４月１日訓令第２号） 

この訓令は、令和７年４月１日から施行する。 


